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1 ．はじめに

2000年代後半以降，ビッグデータの時代が到来している。パソコンやスマートフォン，モバイ
ル・アプリ，SNS（Social Networking Service），IoT（Internet of Things）機器などから，波が次々
と押し寄せるようにデータが生み出されている。現在，多くの企業がこれらのデータをうまく活
用し，顧客にとって価値のある新しい製品やサービスを作り出そうとしている。また，個々の顧
客の関心・行動をめぐる予測の精度を高め，その結果をより良いマーケティング意思決定につな
げようとしている。こうした試みにおいて，成功を収めている企業が多く存在する。代表例は，
アマゾン・ドット・コムやイーベイ，ターゲット，ネットフリックス，セブン-イレブン・ジャ
パンであろう。その一方で，失敗に終わっている事例も多く，枚挙にいとまがない。これらの失
敗事例では，ビッグデータへの投資に見合った成果を引き出すことができていない。
このことに関連して，調査企業のガートナーは，ビッグデータ・プロジェクトの60～85％近く
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が失敗に終わっていると推定している（Asay, 2017; Heudecker & Hare, 2016）。また，ガートナー・
ジャパン（2019）は，日本企業におけるビッグデータ活用に関する調査結果を発表している。そ
れによれば，データ利活用の現状について，「全社的に利活用している」と答えた企業が20％，
「一部の事業・組織で利活用している」と答えた企業が36％であり，過半数の企業が何らかの形
でデータを利活用している。ただし，利活用可能なデータからビジネス成果を得ているかについ
ては，「十分に得ている」という企業がわずか 3％，「ある程度得ている」という企業が34％であ
り，日本においてビッグデータ活用を何らかのビジネス成果につなげている企業は全体の約 3分
の 1に過ぎないといえる。
このように，現実の世界においてビッグデータ活用の成功・失敗が見られる中で，研究の世界
においてはその重要な規定要因として（1）ビッグデータ分析能力や（2）ビッグデータの 3V・ 4V
などに着目した実証分析が行われている。（1）に関する代表的な研究としては，Gupta and 

George（2016），Wamba et al.（2017），Mikalef et al.（2019, 2020），Ciampi et al.（2021）などが，（2）
に関する代表的な研究としては，Johnson et al.（2017），Ghasemaghaei and Calic（2019, 2020），
Cappa et al.（2021）などが挙げられる。
本研究は（2）の研究群に属するものであり，ビッグデータの 4Vが企業成果に及ぼす影響につ

いて検討を行う。分析の結果，既存研究と同様に，ビッグデータの 4Vのうち，Velocityと
Veracityが企業成果と正の関係にあることが示される。その一方で，Volumeと Varietyに関して
はそうした正の関係が見られない。本研究では最後に， 4Vと成果の関係について押さえておく
べき点と今後検討すべき課題を示す。

2．既存研究のレビュー

まず，本研究の焦点の説明変数であるビッグデータの 4Vとは何かを確認する。 4Vはビッグ
データを特徴づける重要な要素であり，Volume，Variety，Velocity，Veracityからなる（Cappa et 

al., 2021; Ghasemaghaei & Calic, 2019）。これらに基づくと，ビッグデータとは，「桁違いの量
（Volume），豊富な種類（Variety）を有し，時々刻々と高い頻度で生成される（Velocity）データで
ある。ただし，貴重な情報とともにノイズやエラーを多く含むため，クレンジング（洗浄）作業
などを通じてそれらの負の要素を取り除いてはじめて正確性の高い（Veracity）ものになる」と
いえる（原, 2017; 髙田, 2020, 2021）。なお，ビッグデータの 3Vというとき，それは最後の Veracity

以外の Vのことを指す（McAfee & Brynjolfsson, 2012）。
これらの Vの影響を経験的に検討する研究では，それぞれの Vがデータの分析・活用のコン
テクストで把握され，次のように定義されている。Volumeは「大量のデータの分析・活用」，
Varietyは「多様なデータの分析・活用」，Velocityは「データの迅速な分析・活用」，Veracityは
「正確なデータの分析・活用」である。そして，先にふれたが，これらの Vと企業の成果・能力
との関係について実証分析を行った代表的な研究として，Johnson et al.（2017），Ghasemaghaei 

and Calic（2019, 2020），Cappa et al.（2021）という 4つがある。これらの研究の重要な点を整理
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すれば，表 1の通りである。この表 1の分析結果における図は，それぞれの Vの単独の効果
1）
を

整理したものである。
その単独の効果を Vごとに見ていく。Volume（大量のデータの分析・活用）は， 4つの研究す
べてで検討されている。しかし，分析結果は否定的である。企業の成果・能力を表す被説明変
数・媒介変数との間に有意な正の関係を見出しているものはない。サーベイ・データを用いた 3
つの研究では成果・能力との間に非有意な関係，アーカイバル・データを用いた 1つの研究では
成果（トービンのQ）との間に有意な負の関係が示されている。Variety（多様なデータの分析・活用）

も， 4つの研究すべてで検討されている。ただし，分析結果は混合的である。サーベイ・データ
を用いた 3つの研究では成果・能力との間に有意な正の関係が確認されている。他方で，アーカ
イバル・データを用いた 1つの研究では成果（トービンの Q）との間に非有意な関係が示されて
いる。

Velocity（データの迅速な分析・活用）は，サーベイ・データを用いた 3つの研究で検討されて
いる。分析結果は肯定的であり，それらの研究すべてで企業の成果・能力との間に有意な正の関
係が確認されている。Veracity（正確なデータの分析・活用）は， 2つの研究で検討されている。
こちらも分析結果は肯定的であり，双方の研究で成果・能力との間に有意な正の関係が示されて
いる。
以上の分析結果を簡潔にまとめると，「Volumeは否定的（×），Varietyは混合的（△），

Velocityと Veracityは肯定的（〇）」である。これが既存研究をレビューした結果，押さえておき
たい点の 1つである。もう 1つは，前述の既存研究すべてが「米国のデータを用いている」とい
う点である。米国は日本と比べてデータ基盤の整備，データ人材の育成，データの異分野間流通
が進んでおり，製品やサービスの開発・提供におけるビッグデータの活用で先行している。また，
AI（Artificial Intelligence）など先進的な分析技術の活用でも先行している（IPA, 2021; 総務省, 2020）。
以上の分析結果は，こうしたデータ活用の先進国におけるものであることを認識しておく必要が
ある。

3．仮説

前節でレビューした既存研究は，米国のデータを用いて，ビッグデータの 3V・ 4Vが企業の
成果・能力に与える影響を分析していた。それに対して本研究は，日本のデータを用いて，ビッ
グデータの 4Vが企業成果に及ぼす影響を検討する。

1）Johnson et al.（2017），Ghasemaghaei and Calic（2019），Cappa et al.（2021）は，それぞれの Vの単独の
効果のみならず，何らかの交互作用効果も検討し，次のような結果を見出している。Johnson et al.（2017）
は， 3Vと顧客の変化の交互作用を分析し，顧客の変化が Volumeと成果の関係を負に調整する一方，
Velocityと成果の関係を正に調整することを示している。Ghasemaghaei and Calic（2019）は，Volumeとそ
れ以外の 3Vの交互作用を検討し，Volumeがその他 3Vの正の効果を強めることを見出している。Cappa et 
al.（2021）は，Volumeと Varietyの交互作用を分析し，Varietyのレベルが非常に高いとき，Volumeと成果
の負の関係が正に変わりうることを示している。
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既存研究との違いは，まさしく分析対象国が日本という点である。前述のように，日本は米国
と比べてデータ基盤の整備とデータ人材の育成の面で遅れている。ただし，これらは全体的に見
た場合の傾向であり，個々の企業のレベルで見れば，中にはクラウド対応が進み，効果的・効率
的なビッグデータ活用基盤を持つ企業や，社内 IT（Information Technology）教育プログラムが充
実し，優秀なデータ人材を多く抱える企業が存在する。これらの企業はその物的・人的資源に基
づいて，データ分析・活用の迅速さ・正確さを高め，ひいてはマーケティング・ケイパビリティ
の向上を図ることができる（Erevelles et al., 2016; Takata, 2016）。よって，日本を分析対象とする本
研究でも，米国を分析対象とする既存研究と同様に，Velocityと Veracityについては企業成果と
の間に肯定的な結果が得られると予想する。
もう少し具体的に見ていく。Velocity（データの迅速な分析・活用）に関して，例えば，テレビ

番組で人気タレントが紹介したある製品が，その後すぐに X（旧ツイッター）で話題になったとする。
小売企業は，この情報をクラウドを活用したリアルタイム・データ基盤を通じて即座に把握し，
その製品をいち早く多く店頭に並べることができれば，販売機会を逃さずに済む（髙田, 2022）。
こうして，顧客のニーズや市場のトレンドをめぐるデータをリアルタイムに収集・統合・分析
する一連のインテリジェント・システムを開発し，最新のエビデンスに基づく適切なマーケティ
ング戦略（例えば，トレンドに敏感な顧客が求めているホットな製品の提供）を迅速に実行できる企
業は，より良い成果を得ることができるであろう（Ghasemaghaei & Calic, 2020）。リアルタイム・
データに基づく迅速なマーケティング行動は現在，すべての企業ができるわけではない。そのた
め，これができる企業は，できない企業よりも，変化する顧客・市場に素早く対応でき，競争上
有利になるであろう。以上より，次の仮説が設定される。

仮説 1：Velocity（データの迅速な分析・活用）は，企業成果と正の関係にある。

Veracity（正確なデータの分析・活用）に関して，これはビッグデータのコンテクストで重要な
要件である。分析ツールが大幅に進歩したにもかかわらず，正確性の低いデータから高い成果を
得ることは依然として困難である（Ghasemaghaei & Calic, 2019）。既述したように，ビッグデータ
は SNSや IoT機器などから生み出され，貴重な情報とともにノイズやエラーを多く含む。その
ため，社内 IT教育を受けた優秀なデータ人材（データ・エンジニア）がクレンジング作業などを
行うことで，データを詳細な分析に使用できる状態にする必要がある。加えて，詳細な分析に使
用できるデータが得られたとしても，それを適切に分析することは容易ではない。自社のビジネ
スにおける顧客の購買行動や特性の理解，因果関係の推定，結果の解釈，自社独自のマーケティ
ング戦略の提案などを適切に行うべく，自社と分析技術の双方のドメイン知識を持った優秀な
データ人材（データ・サイエンティスト）が必要である（髙田, 2020）。
こうした優秀なデータ人材（データ・エンジニアとデータ・サイエンティスト）に基づく正確な
データの分析・活用は現在，すべての企業ができるわけではない。そのため，これができる企業
は，できない企業よりも，厳密な分析を通じて的確な意思決定を行い，競争優位を確保し，高い
成果を得ることができるであろう。以上より，次の仮説が設定される。
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仮説 2：Veracity（正確なデータの分析・活用）は，企業成果と正の関係にある。

以上のように本研究は，既存研究において肯定的な結果（〇）が確認されたVelocityとVeracity

について仮説を設定する。その一方で，既存研究において否定的な結果（×）が示された
Volumeと混合的な結果（△）が示された Varietyについては以下の理由により仮説を設定しない。

Volume（大量のデータの分析・活用）に関して，これはビッグデータの“ビッグ”と直接関係
する部分であり，重要な活動であると思われるが，しかし前述の通り，既存研究はこの活動のみ
では成果が高まらないことを示している。それは文字通り大量のデータを使用することからデー
タ分析の精度向上に寄与するであろうが，それ単独では最終的に高い成果につながるほど決定的
な役割は果たさないものと考えられる（Ghasemaghaei & Calic, 2019, 2020）。顧客や市場に関する
大量のデータは現在，一定の価値を有するものの，一般的に豊富に存在する資源であり，多くの
企業にとって利用可能であるため，それのみで競争優位を築くことは難しいであろう。

Variety（多様なデータの分析・活用）に関して，今日の企業は，数値で示される伝統的な構造化
データから，映像，画像，非言語，テキスト，音声といったより現代的な非構造化データまで，
様々な種類のデータ（Balducci & Marinova, 2018）を分析し，異なるデータ間の新しい関係やパ
ターンを発見し，その結果として顧客にとって価値の高い創造的な製品やサービスを作り出すこ
とができる。しかし，このプロセスは容易ではない。むしろかなり難しく，その達成には“ある
状況”が整っている必要があると考える。その状況とは，データの異分野間流通と AIの本格的
な活用であろう（他にも，さらなる条件が必要かもしれない）。分野の異なるデータを AIを高度に
活用してこれまで誰も検討したことのないような形で複雑に組み合わせることで，企業は高い成
果につながる独自の顧客インサイトを引き出すことができると考える。ただし，こうした状況は
日本ではまだ整っていないと思われる（IPA, 2021; 総務省, 2020）。よって，日本を分析対象とする
本研究では，Varietyと成果の間に直接的な正の関係は見られないと予想する。

4．実証分析

本節では，前節で提示した仮説の経験的妥当性を検討すべく実証分析を行う。本研究は，既存
研究（Ghasemaghaei & Calic, 2019, 2020; Johnson et al., 2017）と同様に，様々な産業の企業に対する
サーベイ（質問票調査

2）
）を通じてデータを収集する。サンプリング・フレームは，日経 NEEDS

に収録されている日本の上場企業である。
調査は2022年 3 月に実施した。1,100社に対して質問票を郵送し，218社から返送があった。そ
のうち有効回答は209票であり，有効回答率は19％であった。質問票への回答は，マーケティン
グ戦略におけるデータ分析・活用に精通している担当者に依頼した。回答企業の従業員数の平均

2）このサーベイは，近年，ミズーリ科学技術大学の府川信幸先生と取り組んでいる研究プロジェクトに関連
して，それとは別に筆者が行ったものである。日頃よりご指導いただいている府川先生に深く感謝の意を表
したい。
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値は4,139人，中央値は932人であった。
調査によって得られたサンプルに関して， 3つのチェックを行った。第 1に，無回答バイアス
を検討するために，早期回答者（上位25％のグループ）と後期回答者（下位25％のグループ）を比
較した。本研究で考慮するすべての変数について t検定を行った結果， 5％水準で有意な差は見
られなかった。第 2に，キー・インフォーマント・コンピテンシーをチェックするために，回答
者の適切性を 2つの質問項目を用いて測定した。10段階のリッカート尺度において平均値（標準
偏差）は8.02（1.55）と7.62（1.65）であり，それぞれ高い値であった。第 3に，コモン・メソッ
ド・バイアスを検討するために，Harmanの単一因子検定を実施した。潜在的な構成概念のすべ
ての質問項目を対象として探索的因子分析を行った結果，寄与率の大部分を占める単一因子はな
かった。以上の結果は，本研究のサンプルに重大な問題がないことを示唆している。
本研究で用いた測定尺度は表 2の通りである。焦点の説明変数であるビッグデータの 4Vに関

する質問項目は，Johnson et al.（2017）と Ghasemaghaei and Calic（2019, 2020）の尺度に基づい
ている。被説明変数である企業成果は，Mu et al.（2018）に依拠して，市場成果と財務成果を通
じて把握された。市場成果は市場シェアの伸びなど「市場ベースの成果目標の達成」，財務成果
は営業利益など「財務ベースの成果目標の達成」を捉えるものである。質問項目は，Vorhies 

and Morgan（2005）の尺度に基づいている。そして，本研究と同様に，成果を被説明変数とする
既存研究（Guo et al., 2018; Mu et al., 2018; Takata, 2016）を踏まえて，企業規模，企業年齢，B2Cダ
ミーという 3つが統制変数として考慮された。
複数の項目からなる測定尺度に関して，信頼性・妥当性の確認を行った。まず，Cronbachの

α係数と CR（Composite Reliability）を算出した。いずれも基準値の0.70以上であり，尺度の信頼
性が確認された。また，それらの補完的指標である AVE（Average Variance Extracted）を算出した。
すべてが基準値の0.50以上であった。続いて，確認的因子分析を行った。その結果，適合度指標
は受容可能な値であった（χ2/df＝1.87, RMSEA＝0.07, CFI＝0.96, TLI＝0.96, SRMR＝0.05）。すべての
項目は，それぞれの潜在的な構成概念との間に 1％水準で有意な因子負荷量を示した。以上より，
尺度の収束妥当性が確認された。さらに，Fornell and Larcker（1981）にしたがって，ある概念
の AVEの平方根とその概念と他の概念間の相関係数を比較した。すべての概念において前者が
後者を上回り，尺度の弁別妥当性が確認された。表 3はこれらの測定尺度の信頼性・妥当性指標
とともに，変数の記述統計量と変数間の相関行列を示す。
本研究は，見かけ上無関係な回帰（SUR: Seemingly Unrelated Regression）モデルを用いて，仮

説をテストする。SURを用いる理由は次の通りである。前述のように，本研究は，被説明変数
である企業成果を市場成果と財務成果を通じて把握する。分析では， 2つの回帰モデルを推定す
る。 1つは市場成果を被説明変数とする回帰モデル，もう 1つは財務成果を被説明変数とする回
帰モデルであり，双方で説明変数は同じである。よって，この 2つの回帰モデルは関連しており，
誤差項に相関がある可能性が高いが，SURを用いることで，双方のモデルを 1つの回帰システ
ムとして推定し，誤差項の相関を考慮し，推定精度の改善を図ることができる（Homburg et al., 

2015）。Breusch-Pagan検定の結果は，その 2つの回帰モデル間の誤差項が無相関ではないこと
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を強く示し（χ2（d.f.＝1）＝97.53, p＜0.01），SURの採用を正当化した。
表 4は分析結果を示す。仮説 1は，Velocity（データの迅速な分析・活用）と企業成果の正の関

係を予想する。この予想と一致して，結果は，Velocityが市場成果および財務成果の向上に有意
に貢献することを示した（それぞれβ＝0.15, p＜0.05; β＝0.35, p＜0.01）。ゆえに，仮説 1は支持され
た。また，仮説 2は，Veracity（正確なデータの分析・活用）と企業成果の正の関係を予想する。
結果は予想通り，Veracityが市場成果および財務成果を有意に高めることを示した（それぞれβ＝
0.18, p＜0.05；β＝0.23, p＜0.05）。ゆえに，仮説 2も支持された。
以上のように，本研究で仮説を設定した Velocityと Veracityについて，それぞれ正の効果が確
認された。その一方で，本研究で仮説を設定しなかった Volume（大量のデータの分析・活用）と

表 2　測定尺度

構成概念 質問項目

焦点の説明変数：ビッグデータの 4V

Volume  
（Johnson et al., 2017; 

Ghasemaghaei & Calic, 2019, 
2020）

1 ．貴社では，大量のデータを分析している。
2．貴社が調査するデータの量は，膨大である。
3．貴社は，大量のデータを使用している。
4．貴社では，膨大な量のデータを精査している。

Variety  
（Johnson et al., 2017; 

Ghasemaghaei & Calic, 2019, 
2020）

1 ．貴社では，洞察を深めるために，いくつかの異なるデータ・ソースを使っている。
2．貴社では，多くの種類のデータを分析している。
3．貴社は，データの活用を可能にするデータベースを多数所有している。
4．貴社では，多数のソースを使ってデータを検証している。

Velocity  
（Johnson et al., 2017; 

Ghasemaghaei & Calic, 2019, 
2020）

1 ．貴社は，データを受け取ると直ちに分析する。
2．貴社は，新たなデータの入手から分析まで短時間でこなしている。
3．貴社は，データを迅速に探索する。
4．貴社は，データの分析を迅速に行う。

Veracity  
（Ghasemaghaei & Calic, 2019）

1 ．貴社では，正確で信頼できるデータを扱っている。
2．貴社は，質の高いデータを分析する。
3．貴社は，信頼性の高い，整合の取れたデータを処理する。

被説明変数：企業成果

市場成果  
（Vorhies & Morgan, 2005）

1 ．競合他社と比較した市場シェアの伸び
2．売上高拡大
3．新規顧客の獲得
4．既存顧客に対する売上の増加

財務成果  
（Vorhies & Morgan, 2005）

1 ．収益性（営業利益）
2．投資利益率（ROI）
3．売上高利益率（ROS）
4．財務目標の達成

統制変数

企業規模
企業年齢
B2Cダミー

従業員数の自然対数
設立年からの経過年数
貴社の代表的な製品・サービスが消費者に販売するものであれば 1，法人や官公庁など
の組織に販売するものであれば 0とするダミー変数

注） 焦点の説明変数の各質問項目は「 1：全くそう思わない～ 7：非常にそう思う」という 7点尺度，被説明変数の各質問
項目は「 1：主な競合他社よりもずいぶん悪い～ 7：主な競合他社よりずっと良い」という 7点尺度で評価された。
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Variety（多様なデータの分析・活用）は双方とも，市場成果および財務成果と有意な関係を示さな
かった。 3つの統制変数も， 2つの成果と有意な関係を示さなかった。

5．おわりに

以上，本研究は，日本のデータを用いて，ビッグデータの 4Vが企業成果に及ぼす影響を検討
した。サンプルや各変数，分析結果など，本研究の重要な点を表 1の最後の列に示した。そして，
この表 1の分析結果の行を見れば，ビッグデータの 4Vと成果の関係について，既存研究と本研
究を踏まえて押さえておくべき点と今後検討すべき課題を確認することができる。

表 3　記述統計量，相関行列，および信頼性・妥当性指標

1 2 3 4 5 6 7 8 9

1 Volume 0.88
2 Variety 0.76 0.82
3 Velocity 0.55 0.61 0.91
4 Veracity 0.56 0.63 0.60 0.93
5 市場成果 0.22 0.24 0.32 0.31 0.76
6 財務成果 0.18 0.20 0.37 0.31 0.72 0.93
7 企業規模 0.36 0.25 0.09 0.10 0.08 0.04 ─
8 企業年齢 0.00 －0.04 －0.19 －0.06 －0.13 －0.11 0.28 ─
9 B2Cダミー 0.23 0.22 0.24 0.30 0.08 0.06 0.10 －0.16 ─
平均値 4.19 4.12 3.64 4.54 4.59 4.32 6.87 66.62 0.48
標準偏差 1.40 1.22 1.35 1.23 1.05 1.42 1.56 29.66 0.50
α 0.93 0.89 0.95 0.95 0.84 0.96 ─ ─ ─
CR 0.93 0.89 0.95 0.95 0.85 0.96 ─ ─ ─
AVE 0.78 0.67 0.83 0.86 0.58 0.87 ─ ─ ─

注）相関行列の対角線上の値は AVEの平方根。

表 4　分析結果

市場成果 財務成果

Volume －0.01（0.08） －0.05（0.10）
Variety －0.02（0.09） －0.11（0.12）
Velocity 仮説 1 0.15（0.07）＊ 0.35（0.09）＊＊

Veracity 仮説 2 0.18（0.08）＊ 0.23（0.10）＊

企業規模 0.06（0.05） 0.05（0.07）
企業年齢 －0.00（0.00） －0.00（0.00）
B2Cダミー －0.11（0.14） －0.17（0.19）
定数項 3.26（0.40）＊＊ 2.58（0.53）＊＊

R 2 0.14 0.16
Breusch-Pagan検定
H 0：誤差項が無相関 χ2（1）＝97.53＊＊

（p＝0.00）

注）＊＊： 1 ％水準で有意，＊： 5％水準で有意。
　　各説明変数の値は回帰係数（標準誤差）。
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押さえておくべき点は，次の 2つである。第 1に，Velocity（データの迅速な分析・活用）と
Veracity（正確なデータの分析・活用）が成果の向上に資することである。第 2に，Volume（大量

のデータの分析・活用）のみでは成果が上がらないことである。この 2点については，既存研究
と本研究で一貫した結果が得られている。以上を踏まえると，企業は強力なリアルタイム・デー
タ基盤の構築と有能なデータ人材の育成に投資を行い，データ分析・活用の迅速さ・正確さを高
める一方，大量のデータの収集のみに焦点を当てることは避けるべきである。
今後検討すべき課題は，Variety（多様なデータの分析・活用）と成果の関係である。本研究では
その間に直接的な正の関係が見られる状況が日本ではまだ整っていないと考え，仮説を設定せず，
分析結果はその考えを支持するものであった。これは現在の日本において分野の異なるデータを
複雑に組み合わせて独自の顧客インサイトを引き出すことの難しさを示唆しており，注目すべき
ものである。また，Varietyと成果・能力の関係について，本研究を含めこれまで 5つの研究が
分析している。そのうち有意な正の関係を示すものが 3つ，非有意な関係を示すものが 2つであ
り，結果は混合的である。この原因は前述のように，米国と日本という仮説をテストした状況
（国）の違いにあるかもしれない。関連して，Varietyの効果を顕在化させる重要な条件があり，
それが考慮されれば正の効果が（より）明確に確認されるかもしれない。あるいは，Varietyの測
定尺度に問題があるかもしれない。例えば，質問項目を「貴社では，新たな洞察を得るために，
非構造化データに着目し，それを構造化データと組み合わせて分析している」といったより具体
的なものにすれば，結果が異なるかもしれない。これらの詳細な検討が必要である。
以上のように，今後検討すべき課題は残るものの，企業がビッグデータを活用する際の前提の
1つとして，既存研究と本研究を通じて明らかになった「 4Vの単独の効果の違い」を理解して
おくことが重要である。その違いとは，「Volumeは×（正で有意ではない。これのみのレベルアッ
プでは成果が高まらない），Varietyは？（さらなる検討が必要。これを高い成果につなげることはかな
り難しい？），Velocityと Veracityは〇（正で有意。双方ともレベルアップを図れば成果が高まる）」
ということである。

付記
髙橋郁夫先生にはじめてお目にかかったのは，私の大学 2年次の「商業学」においてであった。毎回

身近なマーケティング・流通現象をめぐる新しい発見があり，毎週楽しみにしていた授業であり，この
授業をきっかけに大学 3・ 4年次には商業学を専門的に学びたいと思うようになった。思い返せばこの
ときから現在まで20年以上，先生には何らかの授業を通じて常にご指導いただいている。先生に教えて
いただいたことは，研究・教育についてはもちろん，人生において大切なこと，きめ細やかなコミュニ
ケーション，グローバルな視点や中長期的な目標・目的意識を持つことの大切さなど多岐にわたる。ま
た，自分一人では判断が難しい問題に直面しご相談した際，先生はいつも親身になって進むべき正しい
方向性を示してくださった。まさに “父 ” のような髙橋先生は，私にとって唯一無二の特別な存在であ
る。これまでいただいた学恩に心より感謝申し上げるとともに，先生のさらなるご活躍とご健康をお祈
りしたい。そして，先生の思いを受け継ぎ，慶應義塾における研究者・教育者としての務めを精一杯果
たしていきたい。
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